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 洋雑誌掲載論文への複写依頼は約 17万 8千件で、前年度比
約△ 10.8% の減（前年度は約 10.3%減）。ピークの 1999年
度の約 67万件と比べ，ほぼ４分の１まで減少
 和雑誌掲載論文への複写依頼は約 32万件で、前年度比約△
8.0%減（前年度は約 6.1%減）。ピークの 2006年度の約 53
万件と比べ，約 4割の減






































 効率的な学位授与が自己目的化する可能性 ) 中等教
育後 (post-secondary)ないし第三次 (tertiary)教育の
「質保証」(quality assurance)が必要


































 途上国における社会の知識化 ) 「科学技術立国」
 国家発展のための人材の養成













 消費者本人 (=商品) とそのスポンサー: 学習者・
学生・卒業生とそのスポンサー
 (卒業生の)雇用者: 企業、公的団体、非営利団体








 イギリス: サッチャー改革以降 ) universal access to
HE ) Students at the heart of the system (実は、借金
させて授業料納付という制度へ (2012))
 アメリカ: 営利大学の勃興 (学生の 10%)、低い卒業
率)、オバマの挑戦 (雇用創出、世界トップへの復帰、
卒業率をどうにかしろ!) ) アクレディテーション団体
へのプレッシャ) 単位時間 (Credit hour)と学習成果
(としての Competency)とのせめぎあい+ テクノロ





) European Standards and Guidelines(2015年
改訂)
 コペンハーゲン・プロセス (2002年):職業教育・訓
練 (VET)の EU域内協調 ) 学術と職業教育の共
通の流動性の基盤の創造7/5/17 15/46
「大学評価」から質保証の国際的枠組みへ (2)





campus, Franchise, Twinning, Validation, etc.)
 日中韓: 別方向を向きつつ協力
 \CAMPUS Asia" ) 「モニタリング」
 東アジアへの影響力
 アジア・太平洋地域: 高等教育輸出国オーストラリア







THE, QS, Webometrics, etc.)7/5/17 16/46
テクノロジーによる大学教育の改革
 MOOC/MOOCs: Massive Open Online Course(s) )
2012年に disruptiveとしてブーム化 (Coursera,







 Blended Learning/Flipped Classroom
 (州立系)通信制遠隔教育のオンライン化 (UMUC, etc)
 For-prot(営利)大学の勃興 (The University of Phoenix)
と近年の退潮 (?)










































価」が登場 (1991年) ) このタイミングで大学設
置基準第 38条の改正 (?!)
 ) 学校教育法へ (2002年、2004年施行)、同時に
第三者評価 (=「認証評価」)
 大学院重点化 (1991年から 2000年)
 「留学生 10万人計画」(1983年から。2003年に
達成)













 自己点検・評価； 外部評価； 第三者評価
 「大学ランキング」
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認証評価 (Certied Accreditation and Evaluation)
 「教育研究等 (=教育及び研究、組織及び運営並びに施
設及び設備 (同条第 1 項)の総合的な状況について」(学校教
育法第 109条第 2項)「7年以内」(政令)ごとに評価を


















































































基準７ 施設・設備及び学生支援 (( 図書館はもっぱら
ここ)





















平成 30年度から 3巡目(平成 27年度、28年度の関連省
令改正
 学校教育法施行規則 165条の 2第 1項の 2)「3つのポ
リシー」策定の義務化 (平成 29年 4月 1日施行)
..
JUMP
 学校教育法施行規則第 172条の 2) ポリシー公表の義
務化 (平成 29年 4月 1日施行)
 大学設置基準第 42条の 3、大学院設置基準第 43条)
職員の能力向上への取り組み (SD)の義務化 (平成 29
年 4月 1日施行)
 学校教育法第 37条第 14項の改正 (28年 3月改正、29




 学校教育法第 110条第 2項に規定する基準を適用する
に際して必要な細目を定める省令 (「細目省令」)) 内
部質保証の重視、ポリシ-の点検、重点的評価事項等





































































に)影響を与えた (第 1期、平成 23年度) しかし、昨今
の文部科学省の政策では、運営費交付金各年配分のた
めの「指標 (KPI)化」が求められている。
 第 1期では、暫定評価と確定評価を実施 (第 2期 (2016






















 それでどうなるのか ) わかりません7/5/17 33/46
その他の「大学評価」(3):ワールドランキング
 簡単な歴史
 US News and World Report(since 1983): 進学先情報
 Academic Ranking of World Universities(ARWU): 上海
交通大学で 2003年に創始 (これが最初のワールドラン
キング)、Times Higher Education(THE)や















































































































 授業は 15時間。 したがって、30時間の自習が
必要?

























































則の改訂 (第 172条の 2. 2011年 4月施行)


































 URAを乗っ取る ) 研究評価業務に「加担」し、
かつ、大学の研究戦略への積極的貢献 (データがビ
ブリオメトリクスであるので図書館員向きなはず)
 基準をみずから提案し、可能なかぎり指標化を行ない、
外部性を担保することが必要
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